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に―」広法 39 巻３号（2016 年）66 頁以下参照。



















（７） 　なお、民法第 242 条の解釈については、本文とただし書との関係なども問題となるが、
これらの問題は、必要に応じて言及するに留めることとする。
（８） 　瀬川信久『不動産附合法の研究』（有斐閣、1981 年）7-37 頁及び新田・前掲注（1）
１頁以下等参照。
（９） 　末広厳太郎『物権法　上巻』（有斐閣、1932 年）392-400 頁、後藤清「末広博士の論
文『不動産の附合について』を読む」論叢（1934 年）122 頁以下、船橋諄一『物権法』（有
斐閣、1981 年）363-366 頁、松坂佐一『民法提要（物権法）第４版　増訂』（有斐閣、
1990 年）173-174 頁、我妻榮・有泉亨補訂『新訂　物権法』（岩波書店、1997 年）304
頁以下等参照。なお、社会経済的な不利益の回避と社会経済的価値の保存が同様の概
念であるかについては疑問がないわけではない（この点につき、新田敏「借家の増改
築と民法二四二条」法研 39 巻１号（1966 年）27 頁以下参照）。





















（10） 　川島武宜『判例民事法　昭和６年度』（1934 年）417 頁、小林三衛「改造途中の工作
物を賃借人が建物として完成させた場合の附合の成否」民商 41 巻１号（1959 年）99
頁及び川島武宜『新版　所有権法の理論』（岩波書店、1987 年）161-165 頁等参照（なお、
取引上の独立性という基準については、末広厳太郎「不動産の附合について」法協 50
巻 11 号（1932 年）26 頁以下及び石田文次郎『物権法論』（有斐閣、1941 年）413 頁等
も参照）。これらの見解とは判断基準が異なるものの、取引の安全を根拠とする見解と
して、高島平蔵「附合制度の機能について」民研 186 号（1972 年）7-15 頁も参照。
（11） 　瀬川・前掲注（8）326-327 頁及び川島武宜・川井健編『新版注釈民法（7）物権（2）』
（有斐閣、2007 年）398 頁［五十嵐・瀬川］参照。




















（13） 　高島・前掲注（10）12 頁及び新田・前掲注（1）22 頁参照。
（14） 　末広厳太郎「不動産の附合について」法協 50 巻 11 号（1932 年）37 頁及び川島・前
掲注（10）理論 162-165 頁等参照。
（15） 　瀬川・前掲注（8）327 頁及び瀬川信久・野村好弘・加藤雅信「民法を語る⑥　不動
産の附合について」LawSchool ３巻７号（1980 年）78 頁以下等参照。
（16） 　宇野栄一郎「判解」最高裁判所判例解説民事編（上）昭和 43 年度（法曹会、1969 年）
436 頁以下、鈴木重信「判解」最高裁判所判例解説民事編（上）昭和 44 年度（法曹会、
1970 年）398 頁以下、曽田・前掲注（2）122-123 頁及び浅生重機「判解」最高裁判所
判例解説民事編昭和 57 年度（法曹会、1987 年）460 頁以下等参照。なお、以下では、
一定の見解に親和的であると評価されている最上級審判決に限定して検討することと
し、その他の判決については必要に応じて言及するに留めることとする。










断していると思われる最上級審の判決として【２】最一判昭 43. 6. 13 民集 22




































































（20） 　宇野・前掲注（16）436 頁以下、石田穣「判評」法協 86 巻７号（1969 年）840 頁以下、
川井健「判評」民商 60 巻２号（1969 年）221 頁以下、佐藤聿代「判評」法協 88 巻５・
６号（1971 年）648 頁以下及び鈴木・前掲注（16）398 頁以下等参照。
（21） 　【２】判決の原審・控訴審である横浜地判昭 40. 12. 22 民集 22 巻６号 1188 頁、東京
高判昭 42. 2. 27 民集 22 巻６号 1192 頁、【３】判決の原審・控訴審である横浜地判昭
42. 9. 23 民集 23 巻８号 1631 頁、及び東京高判昭 43. 11. 29 判時 546 号 71 頁参照。
（22） 　東京地判昭 35. 6. 15 判タ 108 号 59 頁及び瀬川・前掲注（8）276・290 頁参照。
























（23） 　阿部泰隆「判評」法教 25 号（1982 年）117 頁以下、浅生重機「判評」ジュリ 775 号
（1982 年）68 頁以下、水辺芳郎「判評」ジュリ 775 号（1982 年）113 頁以下、鎌田薫「判
評」判タ 484 号（1983 年）27 頁、甲斐道太郎「判評」判時 1117 号（1984 年）190 頁
以下及び成田頼明「判評」別冊ジュリ 103 号（1989 年）196 頁以下等参照。

























（24） 　原島重義「判評」民商 45 巻３号（1961 年）392-393 頁及び水本浩・澤野順彦「判評」
民商 88 巻４号（1983 年）491 頁以下参照。
（25） 　山口幹雄「改正民法講座Ⅰ―契約の基本的効力編［第５回］」法セ 751 号（2017 年）
80 頁以下参照。




















































（28） 　新村出編『広辞苑　第六版』（岩波書店、2008 年）2446 頁及び松村明編『大辞林　
第三版』（三省堂、2006 年）2208 頁参照。
（29） 　なお、民法第 243 条は、現代語化以前は「毀損」と規定していたが、現代語化により、
「損傷」と改められた（池田真朗編『新しい民法―現代語化の経緯と解説』（有斐閣、
2005 年）38 頁参照）。
（30） 　松村明監修『大辞泉　上巻［第二版］』（小学館、2012 年）1699 頁参照。




















































（34） 　大判大 6. 4. 12 民録 23 輯 695 頁及び最三判昭 35. 10. 4 判タ 114 号 34 頁参照（なお、
川島武宜『民法Ⅰ総論・物権』（有斐閣、1960 年）213 頁も参照）。
（35） 　富井政章『民法原論　第二巻　物権』（有斐閣、1922 年）141-142 頁参照。
（36） 　梅・前掲注（32）171-173 頁参照。
（37） 　川島武宜編『注釈民法（7）　物権（2）』（有斐閣、1968 年）284-285 頁［五十嵐清］、
谷口ほか編・前掲注（12）90 頁［林良平］及び松尾・前掲注（3）120-121 頁参照。























































（40） 　松村明監修『大辞泉　下巻〔第２版〕』（小学館、2012 年）2160 頁参照。
（41） 　松村監修・前掲注（30）754 頁参照。
























（43） 　末広・前掲注（9）398-400 頁、船橋・前掲注（9）366 頁、広中俊雄『物権法　第二版』
（青林書院新社、1982 年）404-406 頁、松坂・前掲注（9）174 頁及び石田穣『物権法』（信
山社、2008 年）348-355 頁等参照。
（44） 　田中・前掲注（6）472 頁参照。

























本的効力編［第２回］」法セミ 748 号（2017 年）78 頁以下及び山口幹雄「改正民法講
座―契約の基本的効力編［第３回］」法セミ 749 号（2017 年）59 頁以下等参照。



























1984 年）37 頁及び山口・前掲注（25）82-83 頁等参照。With respect to the original idea 
of this notion, see Gregory Crespi, Valuation in the cost-benefit Analysis: Choosing Between 
Offer Prices and Asking Price as the Appropriate Measure of Willingness to pay, 39 J. 
MARSHALL L. REV. 429, 433-34 (2006) .
（49） 　法務大臣官房司法法制調査部監修・前掲注（48）39-40 頁参照。
（50） 　石田・前掲注（43）348-355 頁参照。















　例えば、上記の見解の「実例」として挙げられている熊本地判昭 54. 8. 7 金












592 号（1980 年）47 頁以下及び野口恵三「判評」NBL201 号（1980 年）44 頁以下も参照）。




























広島法学　41 巻４号（2018 年）－ 110
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益が生じる可能性がある。そして、これらの要件は、同条本文による法律効
果を争う当事者が主張・立証責任を負う。したがって、これまでの解釈によっ
ても、上記の【４】判決では、最高裁が判示するように、「さらに審理を尽く
させる必要があるから、これを原審に差し戻すのが相当」である。
おわりに
　冒頭に記載のとおり、本稿は、解釈の基本原則に立ち返って民法第 242 条
の要件について検討し、これに主張立証責任の分配を踏まえて、最上級審の
判断を統一的理解を可能とする解釈理論の可能性を模索するものである。
　これまでの検討を踏まえると、解釈の基本原則である文理解釈と体系的解
釈、そして立法趣旨に基づく解釈によれば、民法第 242 条の要件を効力発生
要件と障害要件に分けることが可能であり、これらを加味した解釈によって
付合に関する裁判例の統一的理解が可能となる。
　もとより、本稿の検討対象は限られており、残された課題も少なくない。
本稿は、上記の問題について、一つの方向性を示すに過ぎず、下級審裁判例
を踏まえた詳細な分析や、冒頭に記載した付合法の新たな問題について検討
できていない。しかし、これまでの検討を通じて本稿が、解釈の基本原則に
立ち返る必要性と有用性を示しているとするならば、その目的はほぼ達成さ
れたといってよいであろう。
